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税制優遇

即時償却又は税額控除が利用可能
中小企業経営強化税制（法人税 所得税）の活用により、即時償却
又は最大で10％の税額控除が可能

令和7年3月31日までに導入した対象設備対象設備

資本金1億円以下の法人、個人事業主など利用できる方

生産性が年平均1％以上向上する設備であることなど要件

融資や信用保証などの支援措置により、
資金調達がスムーズに
日本政策金融公庫による融資等様々な支援が
受けられます。

事業継承などに関する法的な特
例措置を受けられます。

計画策定 1. 企業の概要
2. 現状認識
3. 経営力向上の目標及び経営力向上に
よる経営の向上の程度を示す指標

4. 経営力向上の内容
5. 事業承継等の時期及び内容
（事業承継等を行う場合に限ります。）
など、簡単な計画等を策定することに
より、認定を受けることができます。

認定を受けられる
「特定事業者等」

の規模

中小企業等経営強化法
第2条第6項

認定事業の活用事例

• 会社または個人事業主

• 医業、歯科医業を主たる
事業とする法人
（医療法人等）

• 社会福祉法人

• 特定非営利活動法人
• 従業員数：2,000人以下

酒造

メリット

金融支援

法的
支援

また、企業組合や協業組合、事業協
同組合等についても経営力向上計画
の認定を受けることができます。


